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不妊に悩む方への特定治療支援事業に関連する年齢制限の有無が及ぼす影響 
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Ａ．研究目的 

2004 年に開始された ART 助成制度

は、年収制限の緩和、回数制限の緩和、

助成額の増額により、その対象を拡張

してきた。しかし、助成総額・助成対

象者の無制限な増加に対する懸念と

費用対効果の観点から、2014 年に対

象者を 43 歳までとし、通算 6 回まで

の制限が加えられた。2016 年には、

さらに 40 歳以上 43 歳までの対象は

通算 3 回までの回数制限が加わった

（なお、2020 年から暫定的に Covid-

19対応として年齢制限が 44歳までに

緩和されている）（図１）。 

一方、各自治体では全国一律の本制

(研究要旨) 

2004 年に開始された ART 助成制度は 2014 年と 2016 年に年齢制限と回数制限

が加えられた。一方、各自治体では独自に追加助成を設計しているため、今回、

年齢制限を行っていない高知県内の ART 登録施設 3 施設のうち実施件数が多い

1 施設における ART の実情と助成制度利用状況を解析し、年齢による影響と今

後の課題を検討した。 

2013 年から 2018 年までの日産婦 ART 登録データと高知県内の ART 登録施設

１施設の ART 登録データを用いて解析を行った。 

全国的には 38 歳以上の年齢群での ART 登録数が減少し、回数制限が加わった

年齢群での申請数が減少していた。一方、年齢制限の無い施設では高年齢群で

の申請数減少を認めず、42 歳以上で年齢とともに申請率が増加する傾向を認め

た。 

ART 助成制度における年齢制限は全国的に一定の効果を示し、より若年齢での

治療開始の動機付けになっていることが推測される一方、年齢制限を行わない

場合は、助成が受けられる範囲で ART を継続することが示唆された。 

今後も制度変更の影響を考慮した継続的かつ詳細な検討が必要と考えられた。 
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度に加えて独自に追加助成が設計さ

れている。その多くは本制度の補助対

象者に対する補助額上乗せであり、43

歳以上に対する助成制度を追加（継続）

実施している自治体は少ない。「年齢

制限を行わない」地域である高知県で

の ART の実情と助成制度利用の実態

を把握することは、翻って現在行われ

ている ART 助成における年齢制限の

影響を検証するモデルとして興味深

い。今回、該当するエリアである高知

県の過半数の ART を行っている施設

における ART と助成制度利用の状況

を詳細に解析し、現制度の効果と今後

の課題を検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

2013 年（年齢制限が始まる直前）か

ら 2018 年（最新）までの日産婦 ART

登録データ（政府公開済）を用いて毎

年の年齢別 ART 登録件数、助成申請

件数を解析した。同時に高知県にある

ART 登録施設 3 施設のうち実施件数

の過半数を占める 1 施設（レディスク

リニックコスモス）の ART 登録デー

タを用いて同様の解析を行い、全国デ

ータと対比した。 

なお、全国における助成制度の傾向

を把握するため、2004 年から 2017 年

までの助成制度利用者数の総数と

ART 登録件数の総数も参考データと

して用いた。 
 

Ｃ．Ｄ．結果と考察 

全国 ART 登録件数と ART 助成制度

利用件数の推移を図 2 に示す。2013

年までは ART 登録周期の約 40％で助

成申請が行われており、さまざまな要

因で全国の ART 登録件数は一定の増

加傾向にあった。助成制度が変わった

2014 年・2015 年の ART 登録件数はこ

れまで同様に増加しているが、助成件

数はそれほど増加していない。さらに

2016 年・2017 年は ART 登録総数に増

加傾向を認めず、助成件数が減少して

いる。結果的に ART 登録周期に占め

る助成申請率は約 31％に減少してい

る。 

さらに、全国における各年齢群別の

ART登録件数を図 3 の Aに示す。ART

助成制度に制限が加わった 2016 年以

降も、37 歳以下の登録件数は増加し

ているのに比し、38 歳を超える年齢

群の ART 登録数が減少する傾向にあ

る。結果として、全国 ART 登録件数

は 2016 年以降も微増しているが、こ

れまでのような増加傾向は認められ

ていない。回数制限が加わった年齢群

での助成申請数は減少し、結果として

申請者が比較的若年にシフトしてい

る（図 3 の B,C）。一方、年齢制限の

ない施設の状況を解析したところ（図

4）、全国では顕著であった比較的高年

齢群での申請数減少を認めなかった。 

ART 全体に占める助成申請者の比
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率を年齢別に、2013 年から 2018 年ま

で年別に解析した（図 5、高知県は全

国に比較して年収が少なく、助成申請

率が高いことが前提となる。また、高

知県データは絶対数が少ないため若

干のばらつきを認めている）。 

一般に、年齢とともに申請率は減少

する傾向にあり、その理由として回数

制限に達する症例が増えることと、世

帯年収が増加することが挙げられる。

全国では特に 2016 年以降、比較的高

年齢で制度変更の影響を認める一方、

高知県では 42 歳以上で年齢とともに

申請率が増加する傾向を認めた。43

歳以上では助成を受けられる範囲で

ART 実施・継続が判断されているこ

とが示唆された。 
 

Ｅ．結論 

全国的には ART 助成制度における

年齢制限は、一定の効果を示しており、

より若い年齢での治療開始、治療のス

テップアップの動機付けにもなって

いると推測された。一方、43 歳以上

の ART 実施件数が減少したとは言え

ず、患者の自由な意思決定により、治

療継続を希望している症例は一定数

いると考えられた。年齢制限を行わな

い地域では、40 歳あるいは 43 歳を超

えてから始めて ART 治療を選択する

症例が一定数存在し、特に 43 歳以上

では助成が受けられる範囲で ART を

実施する傾向があることが示唆され

た。 

今後は Covid-19 対策として行われ

ている一時的年齢緩和措置などの影

響や、2021 年から開始された年収制

限撤廃の影響も含めた、継続的かつ詳

細な検討が必要と考えられた。 
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2. 実用新案登録 該当なし 
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図 1. ARTに対する助成制度の変遷 
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図 2. 全国の ART登録件数と助成対象件数 

 



32 
 

図３．全国における年齢別 ART登録および助成申請件数の推移 
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図４．高知県内施設での年齢別 ART登録および助成申請件数の推移 
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図５. 全国および高知県内施設における年齢別、年別にみた ART助成申請率の推移 

 


